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１．江の川流域の概要
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■江の川流域の諸元
江の川は、広島県北広島町阿佐山に源を発し、三次市に

おいて馬洗川、西城川、神野瀬川を三方より合流し、山間

狭隘部を流れ、河口の江津市街地を貫流し日本海に注ぐ、

流域面積3,900km2、幹川流路延長194kmの中国地方最大の一

級河川で、「中国太郎」の別名を持つ。

◎流域面積 ： 3,900km2

◎幹川流路延長： 194ｋｍ

◎山地面積比率： 約92%

◎流域関係市町： 8市7町

（島根県：江津市、川本町、美郷町、邑南町 他）

（広島県：三次市、安芸高田市 他）

◎流域関係市町人口 ：約24万人

（広島県・島根県統計データ（R2）より）

江の川水系河川整備計画（R6.12変更）
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２．過去の洪水被害
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■昭和47年7月豪雨では、堤防決壊が2箇所
発生するとともに、山間狭隘部の多数の
集落で越水が発生し、甚大な被害が生じた。

■昭和47年7月豪雨 (梅雨前線)
江津地点流量：約10,200m3/s（実測値）

家屋全半壊・一部破損：3,960戸

床上浸水：6,202戸，床下浸水：7,861戸

■昭和58年7月豪雨 (前線)
江津地点流量：約7,500m3/s （実測値）

家屋全半壊・流出：206戸

床上浸水：1,115戸，床下浸水：2,402戸

■平成30年7月豪雨（前線）
江津地点流量：約8,800m3/s （実測値）

家屋全半壊・流出：442戸

床上浸水：87戸、床下浸水：289戸

■令和2年7月豪雨 (前線)
江津地点流量：約7,300m3/s（実測値）

家屋全半壊・流出：75戸

床上浸水：18戸，床下浸水：132戸

■令和3年8月洪水 (前線)
江津地点流量：約6,400m3/s （実測値）

家屋全半壊・流出：0戸、浸水家屋：619戸

■江の川における治水計画の変遷
昭和28年に直轄河川改修に着手。

計画高水流量：5,800m3/s（尾関山）

昭和40年6月洪水、昭和40年7月洪水等の大洪水が頻発し,
昭和41年に流量改定。
基本高水のピーク流量：7,600m3/s，計画高水流量：5,800m3/s(尾関山)
（土師ダムを建設 S49完成：建設省）

昭和41年に既定計画を踏襲し一級河川に指定。

度重なる洪水被害を受け昭和48年に流量改定。
基本高水のピーク流量：14,200m3/s，計画高水流量：10,700m3/s(江津)
基本高水のピーク流量：10,200m3/s，計画高水流量：7,600m3/s(尾関山)
（灰塚ダムを建設 H18完成：国土交通省）

平成19年11月に『江の川水系河川整備基本方針』を策定。
基本高水のピーク流量：14,500m3/s，計画高水流量：10,700m3/s（江津）
基本高水のピーク流量：10,200m3/s，計画高水流量：7,600m3/s（尾関山）

平成28年2月に『江の川水系河川整備計画』を策定。
令和6年12月に『江の川水系河川整備計画（変更）』を策定。

主 な 洪 水 被 害

昭和20年9月洪水

昭和40年6月洪水
昭和40年7月洪水

昭和47年7月豪雨

■江の川における主な治水対策は、昭和49年に土師
ダム，平成18年に灰塚ダムが完成し、近年では、
平成21年に尾原地区(川本町)の築堤事業、平成22
年に川戸地区(江津市)の土地利用一体型水防災事
業が完了した。

S47.7洪水実績浸水範囲（江津市街地）

S47.7洪水実績浸水範囲（三次市街地）

上記流量の実測値は各観測所でのH-Q換算流量、推定値は流出解析
による計算流量を示す。

×：堤防決壊箇所

尾原地区の築堤事業
川戸地区の土地利用
一体型水防災事業 H30.7豪雨（江津市川平町）H30.7豪雨（江津市松川町）



３．土地利用一体型水防災事業の概要
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【山間部を流れる江の川と点在する集落】

（江津市：河口から20k付近）

【事業の背景】
①川と山との間の僅かな平地に集落が点在。
→治水対策必要箇所が多数点在。

②通常の堤防方式の改修では、堤防と背後の急峻な山に囲まれた
窪地に家屋が挟まれる。
→居住環境の悪化。

③通常の堤防方式では堤防延長が長くなるため、
多くの費用と年数が必要
→事業効果発現に時間を要す。

【土地利用一体型水防災事業のイメージ図】

江の川

対象地区において、想定する洪水時水位まで宅地等の
かさ上げを行うことにより、治水の安全度を確保しつ
つ、山間部の狭い土地の有効利用を図る。

現 状
洪水時

堤防必要敷地堤防必要敷地

洪水時

通常の堤防方式 土地利用一体型水防災事業
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２0.0k
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２3.0k
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国土
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江の川

S47浸水範囲

対応策として、土地利用一体型水防災事業を実施
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４．川平地区の概要、事業の概要

【目的・必要性】
■昭和47年7月豪雨では地区全体の58戸で浸水被害が発生
■近年（平成30年7月豪雨等）においても浸水被害が発生
■集落の地盤高が計画高水位よりも低いため、治水事業が必要。
■地域特性上、通常の堤防方式では堤防と背後の急峻な山に囲まれた窪地に家屋が残ることによる居住環境

の悪化や、田畑が著しく減少する等の弊害が発生する。また、水防災事業と比較し堤防延長が長くなるた
め多くの費用と事業効果発現に時間を要す。

過去の出水における被災状況

備考欄

被 害

災 害 名
浸水家屋数
（戸）

床下床上不明58昭和47年7月豪雨

床下床上不明32昭和58年7月豪雨

10（床下）平成11年6月洪水

10（床下）平成18年7月豪雨

5（床上）、1（床下）平成30年7月豪雨

※浸水家屋数は川平地区のみ

川平地区（江津市）
江の川左岸9k000付近

位置図
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これまでに実施した事業内容

【事業概要】
■ 事 業 諸 元

L=800m
築堤・盛土：V=92千m3、護岸：Ａ＝7.9千m2

■ 整備計画流量
9,400m3/s

■ 全体事業費
約45億円

■ 工 期
平成13年度～令和2年度（20年間）

４．川平地区の概要、事業の概要

川平地区平面図：事業範囲

江の川

川平地区横断図

江の川下流土地利用一体型水防災事業（川平地区） L=800m

A

A

A－A断面

※川本地点
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４．川平地区の概要、事業の概要

工事着手前

事業実施後

江の川

江の川

令和7年6月頃撮影

平成24年10月頃撮影
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５．事業全体の投資効率性（費用対効果分析）

事後評価
（令和7年度）

前回評価
（平成28年度 事業再評価時）

同左宅地嵩上げ：L=800m事業諸元

平成13年度～令和2年度末
（平成32年度末）

平成13年度～平成32年度末事業期間

同左
45億円

（消費税含む）
全体事業費
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費用便益比（B/C）算定の流れ

確率規模毎の

氾濫シミュレーション

（事業実施前後）

確率降雨規模毎の

想定被害額の算定

年平均被害軽減期待額の算定

残存価値の算定

総便益【B】の算定

総費用【C】

総事業費の算定

維持管理費の算定

総費用【C】の算定

費用便益比【B/C】の算定

総便益【B】

５．事業全体の投資効率性（費用対効果分析）
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 計画規模1/100年確率を最大として7ケース検討（1/2年、1/5年、1/10年、1/30年、1/50年、1/80年、1/100年）
 年平均被害軽減期待額 約2.7億円

10

①便益の算定方法

（単位：百万円）

年平均被害
軽減期待額

発生頻度高い

発生頻度低い

５．事業全体の投資効率性（費用対効果分析）

被害額小 被害額大
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②費用便益比（B/C）の算定

 便益の整理
・令和7年度を評価基準年度として、 評価基準年度以前の便益については社会的割引率（4%）で

割り増しし、今後見込まれる便益については社会的割引率（4%）によって割り引きし、現在価値

化した上で集計

・評価期間後に生じる残存価値を算定

 費用の整理
・令和7年度を評価基準年度として、評価基準年度以前の費用（事業費・維持管理費）については

デフレーター及び社会的割引率（4%）で割り増しし、今後見込まれる維持管理費については社会

的割引率（4%）によって割り引きし、現在価値化した上で集計

整備期間(20年) 完成後の評価期間(50年)

維持管理費拡大図

５．事業全体の投資効率性（費用対効果分析）

（百万円）

評価基準年度:R07

全体事業費項目
81億円便益(B1)
0.9億円残存価値(B2)
82億円総便益(B＝B1+B2)
69億円事業費(C1)
0.2億円維持管理費(C2)
69億円総費用(C=C1+C2)
1.2費用便益比(B/C)
13億円純現在価値(B-C)
4.8%経済的内部収益率EIRR

※事後評価（令和7年度）時点
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６．事業の効果の発現状況

 事業の実施により、戦後最大洪水（昭和47年7月豪雨）と同規模の洪水が発生した場合でも、家屋の浸水被害を防止できる。

●事業実施後●事業実施前

戦後最大洪水のS47.7規模（年超過確率1/40程度）の洪水が発生した場合

① - ②
被害数量

項目
②事業実施後①事業実施前

19戸0戸19戸床上浸水
浸水戸数

0戸0戸0戸床下浸水

4ha0ha4ha浸水面積

：事業範囲（水防災）

江の川 江の川

：事業範囲（水防災）
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６．事業の効果の発現状況

 令和2年7月豪雨では、川平観測所において氾濫危険水位（9.80m）を大きく超過する13.72mを記録し、奥谷川合流部の農地や下流の田野地区

の家屋が浸水したが、川平地区では家屋の浸水被害は無かった。

平常時

R2.7撮影

田野地区の
家屋が浸水

事業中ではあるが
川平地区は
浸水していない

浸水していない

下流側

上流側

松川橋

江津市川平

江津市川平

R2.7撮影

令和2年7月豪雨時
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７．事業実施による環境の変化

 当該事業は平水位より高い宅地箇所で実施しており、環境への影響は小さい。

事業実施後事業実施前

平水位より高い箇所での事業実施

事業箇所

写真

江の川



1,215
1,141 1,130

1,083
1,005

949 918
877

814

1,184

1,086

984
936

871
827 800

753 678

456 484
524 550 566 567 573 577 573

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

面
積
(h
a)

(年)

田 畑 宅地

32,785 32,937 31,774 30,740
29,377

27,774
25,697

24,468
22,959

10,293 10,824 10,733 10,799 11,006 10,769 10,320 10,123 9,953

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

人
口
（
人
）
・
世
帯
数
（
戸
）

(年)

人口 世帯数

13,936
12,867 12,791 12,876 12,058

10,814
9,097 9,226 9,086

2,034 2,026
1,933 1,905

1,736

1,513

1,310 1,284
1,201

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

S56 S61 H3 H8 H13 H18 H24 H28 R3

事
業
所
数
(箇
所
)

従
業
者
数
(人
)

(年)

従業者数 事業所数

15

８．社会経済情勢等の変化

 江津市の人口は、減少傾向にあるが、世帯数に大きな変化は見られない。

 江津市の事業所数・従業者数は、減少傾向となっている。

 江津市の耕地面積（田・畑）は減少傾向であるが、宅地面積は概ね横ばいで推移している。

 平成30年4月1日にJR三江線が全線廃線となっているが、江津市の人口や従業者数、事業所数の推移について、廃線前後で急激な傾向の変

化はなく、廃線による社会情勢の変化は生じていないことを確認している。

（出典：島根県統計書）

（出典：国勢調査） （出典：経済センサス）
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９．今後の事後評価の必要性等（原案）

１）今後の事後評価の必要性

○事業の実施により、戦後最大洪水（昭和47年7月豪雨）と同規模の洪水が発生した場合でも、家屋の浸
水被害を防止できる。その上、事業実施中に発生した令和2年7月豪雨及び事業実施後に発生した令和3
年8月洪水では浸水被害を回避するなど、事業目的に見合った事業効果の発現が確認されている。

〇世帯数・人口・従業員数等は減少傾向にあるが、近年の局地化、集中化、激甚化する雨の降り方を踏
まえると当該事業の重要性は高く、生物の生育・生息環境への影響も小さいことから、今後の事後評
価の必要性はないものと考える。

○なお、本事業で整備した河川管理施設については、巡視等により異状の有無について確認を行い、適
切に管理していく。

２）改善措置の必要性

○事業実施後に発生した洪水に対する江の川下流土地利用一体型水防災事業（川平地区）の効果の発現
が確認できることから、改善措置の必要性はないと考える。

３）同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

○本事業では、事業効果が十分発現していることから、同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法
の見直しの必要性はない。


